

























































































THs =Hs-R (4) 
となる。子供は THtとTHsを比較して選択を行う。 THt>THsのときは、同居を選択し、 THt<
THsのときは、別居を選択する。
THt (xe)とTHs(ル)の関係は、 Rとm の値に依存して次の 2ケースが考えられる。
1) m < 1 あるいは m> 1 かつ (m-1)H <R 
2) m> 1かつ (m-1)H>R
ここで、 Hは、教育投資が互のときの子供の生涯家計内生産物とし、
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EHf(xe) = THt -f(xe) (Xe <必)
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(. R i 7)x~ =-~lnll- /_ -'-~'TT )であるo X~ の値は、 c または m の値が大きくなるに従い、あるいは R の値が小さくな
C LL¥ ~ (m-l)Hノ
るに従い、小さくなる。




































* 1 ~ c Xet = 
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となる(補論 1参照)。
一方、別居のケースの最適教育投資は、 X;s<三では、








まず、 c>dが成立しているケースでは次のことがし、える(補論2参照)0 (1) bm> 1であるなら
ば、 EHf*>EHrが成王立する。この場合、親は別居を希望し、最終的に教育投資をdsとする。ま
た、 (II)bm < 1であるならば、 EHf*<EHrが成立する。この場合、親は同居を希望し、最終的
に教育投資を必とする110
次に、 c<dのケースでは、同様に検討すると次のことがいえる。親が別居を希望するための必






9) (補論 1)と同様に考えると、 Xe= 0のとき、 EHf(O)= 0となる。このとき、んについてん<三が成立するとき、






































X;t = 0or x~ if 0 < Xet < x~ (A-1) 
X;t =0 if x~ < Xet (A-2) 
(A-1)式のケースについて、より詳細に検討する。
このケースでは、親は、教育投資が 0 の場合の利得 EHf(O) と d の場合の利得 EHf(x~) を比較し
140 教育投資に関する親子間ゲーム
て教育投資を決定する。 EHf(O)> EHf(x~) であるならば、教育投資を 0 とし、 EHf(O) < EHf(x~) 
であるならば、教育投資をx?とする。
教育投資が 0の場合の親の利得は
EHf(O) = 0 
となる。また、教育投資が必の場合の親の利得は、 TH，μ~) = TlLμ~) より、








n / ^， ~ ~ / _ R 1， ~~/ _ R 1 EHf(x~) = -H(l- ・)+ H(l- ・)~m -1 H I . ~~\~ m-1 H 
と変形される。 (A-6)式について、 (A-5)式より、
R 1 
0<(1-てヶ一一・ ) < 1 m-1 H 
が成立する。 (A-7)式と c<dより、 (A-6)式の符号はマイナスになる。
従って、 EHf(O)> EHf(x~) が成立し、教育投資は 0 となる。
(補論2) 
(4)式と (5)式に最適教育投資を代入すると、
EHf= 一ベ(ο1ト一 ~ )片e-刊一叫叫α
EHf*=(φb伽m一胆一刷1ト一÷シ)刊 H
となるo 2式を比較すると、
c '" -c EHf*-EHf = (bm-1)" H -(1-~ )(bm"eτd1n bm_1) " eα~t"H d 
が導出される。 (A-8)式は、 bm=1のとき 0となる、 bmの単調増加関数である。
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